
- 97 - 

 

 

 

「２ 相続時精算課税適用財産（１の④）の明細」欄に記
載した財産について、贈与税の外国税額控除の適用を受け
ている場合に記載します。 

利子税、延滞
税及び加算税
の額は含まれ
ません。 
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特例の対象となり得る財産を取得
した人全員の氏名を記入します。特
例の適用を受けない人の氏名も必
ず記入してください。 

「⑨減額
割合」を乗
じて計算
します。 
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「相続開始の直前における宅地等の利用区分」については、16ページを参照してください。 

「２ 左記の宅地等のうち選択特例対象
宅地等」に記入した宅地等の「面積」及び
「評価額」を③欄及び④欄に記入します。 
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第12表(平28.7) 

 

農業相続人が２人以上
いる場合には、農業相
続人ごとにこの表を作
成します。 

他人から借り受けて農業の用
に供している農地等につい
て、地上権、永小作権、使用
貸借による権利又は賃借権
（耕作権）の別を記入します。 

農地等が所在する区域により農地等を区分し、区分ごとに田、畑、採草放牧地、
準農地、一時的道路用地等、営農困難時貸付農地等、特定貸付農地等、貸付都
市農地等の順で記入してください。 
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「種類」欄は、公租
公課、銀行借入金、
未払金、買掛金、そ
の他の債務に区分し
て記入します。 
なお、「細目」欄は次
の事項を記入しま
す。 
（公租公課） 
所得税及び復興特別
所得税、市町村民税、
固定資産税などの税
目とその年度 
（銀行借入金） 
当座借越、証書借入
れ、手形借入れ 
（未払金） 
未払金の発生原因 
（買掛金） 
記入の必要はありま
せん。 
（その他） 
債務の内容 

各相続人が相続

分に応じてそれ

ぞれ負担すると

した場合に計算

される各相続人

の金額を記入し

ます。 

公租公課について

は、税務署名や市町

村名などを「氏名又

は名称」欄に記入し、

「住所又は所在地」

欄の記入は省略して

も差し支えありませ

ん。 
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この欄の適用を
受けた被相続人
の配偶者は、贈
与税の申告が必
要となります。 

適用を受ける特例
に係る番号（(1)～
(3)）を○で囲んで
ください。 

この欄に記載した財
産は、第11表には記
載しません。 
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代償財産があ
る場合のその
価額は、各人ご
とに、本来取得
したその他財
産と区分して
㉘欄に、２段書
きしてくださ
い。 

第12表の価額

を記入します。 

①～⑦、⑩～

㉚の各欄は、

第11表の価

額を記入し

ます。 

第14表の④欄

の金額を記入

します。 

第13表の金額
を記入します。 

第11の２表の
⑦欄の金額を
記入します。 
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この表は、還付される税額のある相続時精算課税適用者がいる場合に、

還付される税額の受取場所を記入します。 
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申告書第11表の取得した財産の種類、細目、利用区分、銘柄等の記載要領 
 

種 類 細        目 利 用 区 分 ・ 銘 柄 等 

土 地 

（土地の上に

存する権利を

含みます。） 

田 

自用地、貸付地、賃借権（耕作権）、永小作権の別 

畑 

宅 地 

自用地（事業用、居住用、その他）、貸宅地、貸家建付地、借地権（事業

用、居住用、その他）、配偶者居住権に基づく敷地利用権（事業用、居住

用、その他）、居住建物（注１）の敷地の用に供される土地（事業用、居住用、

貸付用、その他）などの別 

山 林 
普通山林、保安林の別（これらの山林の地上権又は賃借権であるときは、

その旨） 

そ の 他 の 土 地 
原野、牧場、池沼、鉱泉地、雑種地の別（これらの土地の地上権、賃借権、

温泉権又は引湯権であるときは、その旨） 

家 屋 等 

家屋については自用家屋、貸家、居住建物（注１）（自用、貸付用）の別、その

構造と用途、構築物については駐車場、養魚池、広告塔などの別、配偶者居

住権などの家屋の上に存する権利についてはその名称 

事業（農業）用

財産 

機 械 、 器 具 、 農 機 具 、 

そ の 他 の 減 価 償 却 資 産 

機械、器具、農機具、自動車、船舶などについてはその名称と年式、牛馬

等についてはその用途と年齢、果樹についてはその樹種と樹齢、営業権に

ついてはその事業の種目と商号など 

商 品 、 製 品 、 半 製 品 、 

原 材 料 、 農 産 物 等 

商品、製品、半製品、原材料、農産物等の別に、その合計額を「価額」欄

に記入し、それらの明細は、適宜の用紙に記載して添付してください。 

売 掛 金  

そ の 他 の 財 産 
電話加入権、受取手形、その他その財産の名称。なお、電話加入権につい

ては、その加入局と電話番号 

有 価 証 券 

特定同族会社
（注２）の株式、

出資 

配当還元方式

によったもの 

そ の 銘 柄 

 

その他の方式

によったもの 

上 記 以 外 の 株 式 、 出 資 

公 債 、 社 債 

証 券 投 資 信 託 、 

貸 付 信 託 の 受 益 証 券 

現 金 、 預 貯 金 等 
現金、普通預金、当座預金、定期預金、通常貯金、定額貯金、定期積金、

金銭信託などの別 

家 庭 用 財 産 その名称と銘柄 

その他の財産 

（利  益） 

生 命 保 険 金 等  

退 職 手 当 金 等  

立 木 その樹種と樹齢（保安林であるときは、その旨） 

そ の 他 

１ 事業に関係のない自動車、特許権、著作権、電話加入権、貸付金、未

収配当金、未収家賃、書画・骨とうなどの別 

２ 自動車についてはその名称と年式、電話加入権についてはその加入局

と電話番号、書画・骨とうなどについてはその名称と作者名など 

３ 相続や遺贈によって取得したものとみなされる財産（生命保険金等及

び退職手当金等を除きます。）については、その財産（利益）の内容 

（注）１ 「居住建物」とは、配偶者居住権の目的となっている建物をいいます。 
２ 「特定同族会社」とは、相続や遺贈によって財産を取得した人及びその親族その他の特別関係者（相続税法施
行令第31条第１項に掲げる者をいいます。）の有する株式の数又は出資の金額が、その会社の発行済株式の総数
又は出資の総額の50％超を占めている非上場会社をいいます。 
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